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特別寄稿    労働法学と社会学の革新を要求する「場所」としての、

若者（若手）支援の現場（フィールド）

－就活問題および若手研究者問題において「正当性なき権利主張をする若者」を考えながら、学問を革新しよう－

樫 田 美 雄 徳島大学大学院ソシオ・アーツ・アンド・サイエンス研究部

□１．はじめに

学問は創造的でなければならない。けれども、時代によって創造的であり得る学問は限られているのではない

か。新進の学問ならいざしらず、それなりの歴史を持った学問にブレークスルーの機会は、いつでも有るわけで

はないだろう。そして、たまたまの偶然の一致かもしれないが、2012年の今、労働法学と社会学は、若者（若手）

支援のフィールドに出会うことで、ともに創造的であり得る時期、自己革新を果たしうる時期という、重要な時

期を迎えている、といえるのではないだろうか。

若者の声を聞く。主張をわかろうとする。そうすると、複数の主張が、しばしば、ばらばらのまま訴えられて

いることに気づく。一面の真理はついているが、多面的考察ができていない主張も目につく。議論が未成熟であ

る、という感想を持ってしまう。主張としては、無茶だ、と見えるものも多い。ついつい、たしなめたくなって

しまう。しかし、この若者の「一面性」や「未成熟さ」は、むしろ、それ自身が場面の特徴なのではないだろう

か。したがって、それを、直接に道徳的に評価するのではなく、場面理解の、背景構造理解の「資源」として使

っていく道もあってよいのではないだろうか。そのような立場から、「正当性なき権利主張をする若者」を理解

し、考えていく態度が、学問側にあってもよいのではないだろうか。そのはてに、当事者に単純に「成熟」を促

すのではない、当事者の現在のありようそのものの構造的特質に世間の目をむけさせるような、そんな効果が展

望されてもよいのではないだろうか。またそのような作業は、同時に、学問側（労働法学側および社会学側）にも、

それ自身の自己革新を可能にさせる作業となっていくのではないだろうか。労働法学も社会学も、「正当性なき

権利主張をする若者」を、どのように支援していくのか、という困難を突きつけられた時に、若者の「未熟さ」

や「無謀さ」や「非一貫性」や「非統合性」を、べつの言葉で意味づけることができる学問に、自らを鍛えてい

くことが出来るのではないだろうか。

たとえば、「未熟さ」を「現場性」に、「無謀さ」を「革新性」に、「非一貫性」を「多声性あるいは交雑性」

に、「非統合性」を「土着性（ヴァナキュラー）」に読み替えていくことを支える学問というイメージが、そこ

にあり得るのではないだろうか。新しい、概念と概念の結びつきや、新しい、意味のループの構造を開発したり、

発見したり、することが、それらの学問の革新のなかで、できてくるのではないだろうか。そのように考えると、

2012年夏の現在、思いの外「労働法学」と「社会学」は近接した運命上の位置にあるといえるのではないだろう

か。そういう、（いささか夢想的な）アイディアを本稿では扱っていくことにしたい。

この議論を、よりクリティカルなものとして、そして、実践的なものとして述べるのならば、以下の仮説のよ

うな形になる。

すなわち、「若者（若手）支援」というフィールドは、「労働法学」にとっても、「社会学」にとっても、二

面性を持ったフィールドとしてあるのではないか、という仮説である。

一方では、それは、既存の現象理解枠組のまま、社会の革新も、学問の革新もすることなしに扱うことができ

る、普通のフィールドとしての性格を持っている。

けれども、もう一方では、「若者（若手）支援」というフィールドは、既存の事象理解の枠組みをはねつける

ような、特異的なフィールドとしても、現象してきているのではないだろうか。すなわち、いずれの学問におい

ても、若者支援の領域を、いったんまじめに扱おうとしてしまえば、当該の学問自身が自己革新を必然的に促さ

れてしまうような、そういう、たいへん現代的で、ダイナミックなフィールドとして、若者支援のフィールドは、

その特質を示し始めているのではないだろうか。

上述のアイディアが、本稿の基本のアイディアである。以下、このアイディアを、少々の実例を伴わせて記述

していくことで、稿を進めていこう。
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□２．彼らの「未熟さ」や「無謀さ」や「非一貫性」や「非統合性」をどう考えたらよいのだろうか

２－１．具体例１（就活問題）：「就活ぶっこわせデモ」の場合

学部４年のゼミが成立しなくなった、と言われるようになって久しい。最近では、就職活動の早期化から、学

部３年のゼミも成り立ちにくくなっているようだ。大学教員は、教育を与えることが自分たちの仕事だから、学

生に「就活をするなとは言わないが、なるべく早く内定をとって、学業に復帰するように」と圧力をかける。け

れども、就職戦線は厳しさを年々増しつつあり、内定時期の時期的分散が進み、就職活動は長期化しつつある。

このように時間的に幅を増しつつある就職活動の体制の中で、多くの学生は、複数の内定をとるべく活動を継続

しており、教員側からの要請に応じることは、なかなかに難しい。簡単にいって、板挟み状態である。

そもそも、就職活動は、学生にとって、それ自身ストレスフルな存在にもなっていた。社会の変化の方向その

ものが、予想しがたくなってきている現代社会、すなわち、「不透明性」が「増大傾向」にある現代社会に、ど

うして自らの商品性の高さのみを、企業側からみて、選抜可能なように、あたかも予期可能性の高さが保障可能

であるかのようにみせることができようか。エントリーシートにおける「自己分析」によって、「透明性の高さ

＝予期可能性の高さ」を示すことが十分に出来ない中で、画一的な「リクルートスーツ」を着用することで、せ

めてもの適応性と配慮を示そうとすると「個性がない」と非難される。要求が高いだけでなく、矛盾している。

学生達に不満が高まるのは当然だ。

いろいろな不満が語られたが、たとえば、上記のような不満も含むようなかたちで、「就活ぶっこわせデモ」

（スタート時間：2011年 11月 23日午後 2時。スタート地点：JR新宿駅前）は実行された1。

①「就活反対！就活茶番！就活カルト！就活ぶっ壊せ！」②「授業に、出させろ－！」③「コミュ力って、な

んだー！」④「就活ビジネス、粉砕－！」⑤「顔採用、やめろー！」⑥「早期化、反対！」などなどの声を上げ

て行進したという（大柳喬、2012：96、但し、丸数字は、樫田による補足）。

まずは、この声の多様さに注目したい。これらの声は、単に「多様」なだけでなく、「非一貫性」「非統合性」

という特徴をも兼ね備えていそうだ。たとえば、①と②を組み合わせると、大学のゼミからの推薦制度の導入等

が意識され、主張されているように見えるが、②と⑥を組み合わせると、ゼミ推薦の制度化要求というよりは、

かつての就職協定の復活要求に見える。また、①と④を組み合わせると、「就活公営化要求」にも見える。そも

そも、不満が多様（③と⑤はべつのことだろう）で、対策の方向も多様だ。

この「非一貫性」や「非統合性」は、彼ら（デモ主催者・デモ参加者）の「未熟さ」「無謀さ」の現れだろうか。

そうともいえそうではある。「ゼミ推薦制」や「指導教員推薦制」を目指す方針は、「就活ビジネス」から、

勢いをそぐことには成功するだろうが、同時に、「ゼミ選択時」に競争の舞台が移ることを受け入れざるを得な

いのではないだろうか。そうすると、そこに「ゼミ選択時の不公平性問題」や「大学高学年次におけるアスピレ

ーションの低下問題」が生じてくるのではないだろうか。つまり、実際の就活時には、推薦制の対象にならない、

あらかじめ排除されるゼミに所属しているゼミ生と、就活時に推薦力を持つ、特定ゼミ所属生の間の格差を正当

化できるか」問題や、「現在は、22歳までチャンスがある、という形で引っ張っているアスピレーションを高め

る仕組みが失われた時に、何で代置させるのか」、という問題があるように思われるのだ。つまり、主張があま

り「アトサキ」を考えたものになっていない、という点からは、この運動に「未熟さ」や「無謀さ」という性格

を割り当てても良さそうに見えるのである。

けれども、ことがらは、それほど単純ではない。運動の主催者達は、自分たちが「未熟」に見えることや、主

張が「無謀」に見えることを、理解して、かつ、その「ミエ」を自覚的に選択しているようなのだ。

                                                  
1 諸資料によると、日本国内の「反就活デモ」は、2009年に北海道・札幌で「就活くたばれデモ」として行われはじめ、その後、全

国各地（東京・大阪・京都・松山）で行われている。
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上で記したような、デモ中の多様な声を採取している大柳喬は、明治大学文学部の臨床社会学コース所属の 4
年生であり、自らが運営側に参加しつつ、資料を集め、原稿をまとめている。そして、彼の論文「就活ぶっこわ

せデモ参加レポート－デモの可能性を探る－」中には、このデモの主催者たちが、意図的に「未熟さ」や「無謀

さ」を装ったともとれる、以下のような記述があるのである。

大柳によれば、「名称をどうするか決めることになった・・・・（中略）・・・・とにかくデモは目立って話

題にならないと意味がないという意見が多く、最終的に『就活ぶっこわせデモ』という名称になった」（大柳、

2012:95）というのである。すくなくともここでは、「無謀さ」は自覚的に選び取られている。

では、このような、受け狙い的な、インパクト優先主義的な、デモ名を「戦略的に」選択できるデモ主体とは、

どのような集まりであったのか。

「デモの実行委員は 20 名ほどで、ほぼ全員大学生である。東京大学、早稲田大学、慶応大学、明治大学、法

政大学、明治学院大学、東洋大学などの学生が集まった。学年も１年生から５年生までいる。普段から交流のあ

るメンバーが多く、普段は各大学でさまざまな活動をしている。たとえば、早大の『勝手に集会』や東洋大の『東

洋鍋』など既存の学生運動とは違う、新しい活動である。そのため各実行委員の意見はばらばらであり、極端に

は右翼も左翼もフェミニストもいた。現在の就活というものに何かしらの疑問を感じるということだけが唯一共

通する意見である」（大柳、2012：94）
これは何だろう。「普段から交流のあるメンバー」（α 部）なのに、「意見はばらばら」（β部）と書かれるよ

うな主催者たち。政治的主張の類似・一致が、政治的運動体の基本的な集合原理であるとするならば、彼らは、

政治的な運動体ではない。彼らは、政治以前の、感覚の共有をもとに、集まっている。「何か変」という訴えの

意欲の共有だけで、デモをしているのである。政治的運動体になる前の、声あげ集団の活動として、この『就活

ぶっこわせデモ』はあった2。

２－２．具体例２（若手研究者問題）：日本社会学会の『若手研究者問題検討特別委員会報告書』の場合

最初に、ひとつの意見の検討から始めたい。

「学会発表の回数をこなすためだけに1万円払うのは高すぎると思う」（日本社会学会若手研究者問題検討特別

委員会、2009:97）
これは、若手研究者問題3の深刻化を受けて、日本社会学会が 2009 年２月から３月にかけて調査し、2009 年

10月に発行した報告書『若手研究者の研究・生活の現状と研究活性化に向けた課題』の中で紹介されている、あ

る若手研究者（A 氏と名付けよう）からの意見である（調査紙法調査の自由回答欄の記述）。学会費年額を 1 万

円（大学院生正会員の年額、一般の正会員は、1 万 4500 円が年額）と表現しているところから、40 歳以下（2009
年の委員会による調査の対象者の年齢）の、大学院生（または非常勤職）の意見であると推測できる。

この意見に筆者が注目するのは、このA氏が前提としている学会観の衝撃性からである。A氏は、「学会発表

の回数をこなすためだけに」は「１万円」は高い、という論理を述べているが、このような論理展開は、ある新

しい学会観を前提としているものなのではないだろうか。しばらく検討して行ってみよう。

学会とは何だろうか。古典的には、同業者組合（ギルド）という答えが返ってくることだろう。専門職の自律

的集団の一種として、所属メンバーを統制し、そのことで社会的信用と独占的利益を守り、かつ、社会的な影響

力を維持していこうとする団体。そういう運命共同体的な組織としての学会理解が、学会についての一つの典型

                                                  
2 この運動体メンバーは、しかし、つねに非政治的であったわけではない。「私たちはデモだけでは終わりません！」という惹句と

ともに、より政治的な活動を継続している。（就活院内集会 2012、2012）によれば、東京デモ実行委員会の一部メンバーは、京都

の反就活デモ主宰者の一部メンバーとタイアップして、院内集会、を開催している。学者（法政大学の児美川孝一教授）を招き、国会議

員を呼んで、国政への３つの要求（採用活動の適正化・採用情報の偏在性の是正・悪質な”就活コンサルタント”ビジネスの制限）を行っているの

である。集会日は、2012年３月16日。場所は、参議院議員会館101会議室。

3 社会一般では、ここで若手研究者問題と呼んでいる問題は「ポスドク問題」や「オーバードクター問題」という名称で語られるこ

とが多い。しかし、人文社会科学の領域では、若手であっても、それほど博士号取得者が多くないこと、そもそも、ポスドクの職に

就くことすら、困難な場合が多いことなどから、若手研究者の就職難や学会活動の困難さに関する問題をまとめて、「若手研究者問

題」と呼ぶことにする。
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的な理解としてあるはずだ。

しかし、A氏の理解は違っているのではないだろうか。学会は、たくさんの「権利」と「義務」をパッケージ

で、ひとつのものとして、提供している。「権利」としては、A氏が言及している「学会発表の権利」だけでな

く、「機関誌に投稿する権利」、「理事選挙に投票する権利（理事候補者になる権利を含む）」、「ニュースレタ

ーに関する権利（ニュースレターで情報発信する権利を含む）」まで、諸権利は、準会員（学士号を持たない会員）

を別にして、正会員には等し並みに与えられている。その代わり、「義務」として、「倫理綱領を守る義務」や

「会費を支払う義務」が、こちらもパッケージとして一括的なものとして課される。この「権利」も「義務」も

パッケージとして、ワンセットのものとして、一括性を持って課される、という部分は、おそらくは、学会のギ

ルド性に由来するものなのだろう。学会メンバーは、そこに、単に、自らの利益を計るためだけに関与してはな

らず、学会という運命共同体に、その運命共同体に関与できる権利者として、権利と義務を丸ごと受容する形で

参与することを期待されているのである。

けれども、この諸権利と諸義務の「パッケージ性」が、A氏からは、承認されていないのではないだろうか。

A氏は年会費について、いう。「学会発表の回数をこなすためだけに」は「高い」と。この主張は、２つの意味

で非ギルド的である。

第一に、他の権利から「学会発表だけ」を切り離して、単独で値踏みしていることである。諸権利の一体性は、

尊重されていない。年会費を、直接サービスの対価として評価しようとする態度があるようだが、それは、非ギ

ルド的態度である。すなわち、まず、各専門職が、専門職団体に人格的に包摂されたうえで、「権利」と「義務」

がひとまとまりのものとして感得される、という構造になっていないようなのである。

第二に、「研究発表は社会学の振興のため」という組織的前提が、もはや共有されていないという点で、非ギ

ルド的である。A氏は「回数をこなす」という表現をとる。偽悪的なのかもしれないが、本心のようにも読める。

すなおに読めば、これは、学会発表は、発表者本人のために、しかも、回数を確保するために行うものだ、とA
氏が理解していることを表している。日本社会学会は、学会会則第2条において、「本会は社会学の研究を奨め、

その発展普及を計ることを目的とする」と、会の目的を定めている。そして、学会会則第５条では、「正会員は、

本会の趣旨に賛同する個人であ」る、とこの、会の目的に従属する義務を、個別会員の義務であるとして定めて

いるのである。それにもかかわらず、A 氏は、学会の目的から相対的に自由に、みずからの目的を掲げ（「回数

をこなす」！）、総合的にみて、「自分が買いたいサービスは、学会発表の回数をこなす機会を得ることだけな

のに、学会という、サービスの供給元は、他のサービスも抱き合わせにして販売しているが、それでは、自分に

とっては、対価として高すぎるのだ」とおそらくは主張しているのである。

つまりは、学会に対するギルド的帰属感をもはや私は持っていない、持っていない立場からの主張も通るもの

だ、というような状態や態度から、上記のような意見を述べているように見えるのである。

A氏は特別な会員なのだろうか。じつは、報告書のデータをみてみると、たいへん多様な若手からの意見が掲

載されており、A氏の意見が若手の多数意見であるというようには必ずしもいうことはできない。たとえば、「そ

の他の社会学会への要望」という項では、学会に希望する新しいサービスとして、「旧育英会の奨学金のルール

や雇用保険、健康保険について」学会が改善を働きかけて欲しい、という意見が寄せられている（B 氏の意見と

名付けておこう）。また「非常勤講師の報酬や労働条件の改善について」も、学会が動くことへの要望が出てき

ている。これらの意見は、学会の同業者団体としての機能に期待したものであるといえ、したがって、かならず

しも、ギルド的見方が、近年になって有効性を失ってきているわけではない、ということの証拠ということもで

きるだろう。組織改革についての提言もなされている（「役員会にもう少し院生が入っていてもよい」「組織のな

かに『青年部』のようなものを作るべき」（日本社会学会若手研究者問題検討特別委員会、2009:101）。これらの意見

は、C氏の意見と名付けておこう）。

とはいえ、その一方で、入退会の手続きを簡便にしてほしい、そして、投稿や発表などの必要な時にだけ、再

入会できるようになったらいい，「フリーライドと言われるかもしれないが」（日本社会学会若手研究者問題検討

特別委員会、2009:97）、という、上述のA氏に近い態度や意見（とりあえず、D氏の意見と名付けておこう）もや

はりいくつも出てくる。若手に有利な施策が、ギルド的体制の元でも構想できる一方、サービス提供機関的体制

の元でも構想できるので、両方の枠組みに基づく意見が、ばらばらに、統一感無く出てきている、という感じな

のである。
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２－３．まとめ

本節の、ここまでの議論をまとめておこう。学会というものは、古典的には、「ギルド」として理解されてい

たかも知れないが、いまや「サービス提供機関」として（も）、理解されるようにもなってきている、というこ

とが、まずはいえるだろう。そして、一方の体制理解から、もう一方の体制での施策体系が不当なものとして論

難されるようにもなってきているともいえよう（つまり、パラドックスが生じてきている）。すなわち、日本社会

学会を「サービス提供機関」と見なすA氏やD氏からみれば、学会の現状は、契約上の立場の強さ（独占性をも

った法人 vs.個人）をもとに、複数サービスの、不当な抱き合わせ販売をしている（機関誌執筆権に学会発表権を

抱き合わせている、ともいえるし、学会発表権に、機関誌執筆権を抱き合わせているともいえるだろう）、独占禁止

法違反ともいえるような、公正競争阻害的で、消費者の権利を侵害しているような状態に見えていることだろう。

その一方で、ギルド的体制の強化による、対外的な就職支援的政治活動を求めているB氏やC氏には、学会の現

状は、代表制がうまく機能していない、非民主的な自治団体であると見えていることだろう。

これら2つの立場は、簡単に折衷できるようなものではない。ギルド的な体制を強固にするなかでの就職支援

体制の強化を要望するのなら、若手研究者の中の、サービスのつまみ食い志向は、抑制されざるを得ないだろう

し、ぎゃくに、学会が提供する諸サービスの、競争環境下による質のアップを志向するのなら、そういう形で、

消費者としての利益の確保を図ろうとするのなら、サービスの水準に見合った対価を払う覚悟が本気で要請され

よう（査読１回に実際に、適正な対価を払おうとすれば、『民族衛生』誌のスピード査読の場合の至急手数料の金額の

ように、１回の査読に付き、２万円程度の支払いは、覚悟しなければならないだろう）。

先に見た、反就活デモの要求と同様に、若手研究者からの要求は、統合化されていないし、サービスの向上と

同時に失うものとの、比較衡量も精密にされたものにはなっていないように、思われる。けれども、これは、彼

らの要求を等閑視してよい、という結論をささえる事実ではない。むしろ、彼ら自身の要求を左右に引き裂くよ

うな磁場が、彼らに働いていることの証拠として、問題の根深さと対処のし難さの根拠として、扱っていくべき

事実であろうと思われる。

□３．私たちは、若者の就職支援や学会による若手支援を

どのように考えていくことが出来るのか／考えて行くべきなのか －まとめにかえて

ここまで、本稿のアイディアを概観しつつ、２つの事例をもとに考えてきた。本来なら、ここから、「労働法

学」と「社会学」の革新が、これらの事例を真剣に扱うことによって可能になること、を提示していかなければ

ならないのだが、紙幅がつきてしまった。その部分の詳しい解説は、次稿に譲ることにし、ここでは、ひとつの

印象的な事例を挙げて、私の見立てに根拠があることを主張しておきたい。

  私が勤務する徳島大学総合科学部地域創生コースの社会学部門は、伝統的に、一年間に３回の卒論発表会を行

ってきている。5 月の卒論テーマ発表会、11 月の卒論中間発表会、２月の本番の卒論発表会（卒論提出締切は１

月末日）、この3回である。今年も、5月25日に、卒論のテーマ発表会があった。そこで、「就活地元志向はど

のように形成されるのか－徳島大学総合科学部4年生への就活実態調査－」という、豊崎玲子君の発表を聞くこ

とができた。たった１０分の発表だったが、インパクトのある発表だった。彼女はいわゆる地方出身の地方国立

大学生だが、その困っている状況には、普遍性があるように思われた。そして、上述の若手研究者の意見に接し

たときと同様の感慨を感じた。つまり、「未熟」で「無謀」で「一貫性がなく」「統合性もない」話だけれども、

そのような話を卒論の話として持ち出さざるを得ないところに、現代の大学生一般が置かれている状況の過酷さ、

過酷だけれども、おもしろいところ、未来展望があるところがある、という感慨である。

豊崎はいう。（地方出身の地方国立大生が）「地元就職にこだわることは」「内定がもらえる可能性をさげてし

まう」（豊崎、2012:1）振る舞いであり、一般的には、不利な振る舞いである。けれども、その一方で、「地元

就職にこだわることは、本人にとっては合理的な選択をしているという見方も成り立つ」（豊崎、2012:1）。公

平性の要求と、心理的合理化メカニズムの追求と確認が、どうじに、平行してなされていく。
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そして、（議論の中でではあるが）一方では、地方国立大生に、都会への就活支援援助金を、というようなアフ

ァーマティブ・アクション系の発想がなされていくものの、もう一方では、地方の生活環境の豊かさを見直そう、

そうすれば、地方での就職を志向することが、物神崇拝的な現代社会への抵抗の基盤にもなっていく可能性もあ

るんだ、という主張にも振り替わっていく。ご都合主義といえば、ご都合主義、柔軟な発想といえばそうともい

える内容だが、このような矛盾を深く含み込んだ主張をしていかなければならない状況にあることの提示、こそ

が、地方国立大生の追い込まれている就活状況の研究として、豊崎の研究に展望がある証拠なのだ、と、とりあ

えずは、この全体を受け入れるべきだろうと、私には思われた。

本稿は、実証に進む前のアイディアの水準にとどまる内容だが、現在の就活に関する若者支援と、研究者の若

手支援のいずれもが、この豊崎の置かれている状況同様の困難にあるものとして、存在しているように思われる。

そして、ここまで述べてきたようなダイナミックな構想で、現在の両方の若手・若者支援の状況をとらえること

から、「労働法学」と「社会学」の両方の学問のブレークスルーが可能になる、という展望だけは、それなりに、

見通しとして、示し得たのではないか、と思っている。ご批判ご意見を多様に賜れれば幸いである（樫田の電子

メールアドレスは、kashida@ias.tokushima-u.ac.jp）。
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